
No 資料名 頁 章 節 項 目 項目名 改訂前 改訂後

1 募集要項 5 1 10 プロフィットシェア 　本業務は、事業開始後もライフサイクルコスト縮減の提案促進を図
るため、プロフィットシェアの仕組みを導入する。
　委託契約書、要求水準書、受託者の提案書等に定める業務の水準
（以下、「要求水準」という。）を低下させることなく、契約後に新
たな提案により費用を縮減した場合、費用縮減分をシェアする。な
お、詳細については、契約書(案)等において示す。

　本業務は、事業開始後もライフサイクルコスト縮減の提案促進を図
るため、プロフィットシェアの仕組みを導入する。
　委託契約書、要求水準書、受託者の提案書等に定める業務の水準
（以下、「要求水準」という。）を低下させることなく、契約後に新
たな提案により費用を縮減した場合、費用縮減分をシェアする。な
お、詳細については、要求水準書2.11において示す。

2 要求水準書 15 3 2 4 イ） 情報管理 維持管理情報の登録について、水道に係る情報は月1回のデータ提
出、下水道に係る情報は年１回のデータ更新を原則とする。

イ） 維持管理情報の登録について、水道に係る情報は月1回のデータ
提出、下水道に係る情報は月１回のデータ提出を原則とする。

3 要求水準書 29 3 5 6 汚泥収集・運搬、清掃
業務

ア） 汚泥処分業務は、本業務委託において発生したし渣等の処分と
する。マンホールポンプ等のし渣処分も含む。数量等は以下に示す。
イ） 収集・運搬は業務毎に計上する。
ウ） 関係法令を順守し、適正かつ確実に実施すること。

ア） 汚泥処分業務は、本業務委託において発生したし渣等の処分と
する。計画的業務（点検・調査、清掃）において発生した汚泥、マン
ホールポンプ等のし渣も含む。数量等は以下に示す。
イ） 収集・運搬は業務毎に計上する。
ウ） 関係法令を順守し、適正かつ確実に実施すること。

4 要求水準書 35 3 8 3 (4) 事故対応（修繕）の年
間上限額

（4） 事故対応（清掃等又は修繕）の年間上限額
事故対応（清掃等又は修繕）の年間上限額は、下表に示す金額を目安
とする。

（4） 事故対応（修繕）の年間上限額
事故対応（修繕）の年間上限額は、下表に示す金額を目安とする。

5 要求水準書 37 4 市と受託者の責任分担  本業務で想定しているリスクとその概略を表4-1に示す。なお、市及
び受託者の両者での対応が必要な事項や分担の境界については必要に
応じて協議を行う。説明責任はリスク分担表の負担者を基本とする。

 本業務で想定しているリスクとその概略を表4-1に示す（同表におい
て、「官」とは市を、「民」とは受託者を指す。）。なお、市及び受
託者の両者での対応が必要な事項や分担の境界については必要に応じ
て協議を行う。説明責任はリスク分担表の負担者を基本とする。
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6 要求水準書 37 4 表4-1リスク分担
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7 要求水準書 37 4 表4-1リスク分担

8 要求水準書 37 4 表4-1リスク分担
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9 選定基準 1 1 3 　市は、企画提案書等の受託候補者の選定を実施するため、「交野市
上下水道施設包括的管理業務委託事業者選定審査委員会」（以下「委
員会」という。）を設置している。
　なお、参加者が、募集公表から優先交渉事業者の選定までの間に、
本業務について委員会の委員に直接又は間接を問わず接触を試みた場
合、当該参加者は参加資格を失うので留意すること。

　市は、企画提案書等の受託候補者の選定を実施するため、「交野市
上下水道施設包括的管理業務委託事業者選定審査委員会」（以下「委
員会」という。）を設置している。

10 業務委託基本
契約書（案）

4 （責任者・技術者等）
第6条第1項

第６条　乙は、募集要項等に規定する責任者及び技術者等を定め、甲
に通知するものとする。

第６条　乙は、募集要項等に規定する責任者及び技術者等を定め、甲
に通知するものとする。これらの者を変更したときも同様とする。

11 業務委託基本
契約書（案）

17 別紙3
物価改定の判定方法
（表3）

12 SM調査等業務
委託契約書

（案）

3 （責任者・技術者等）
第6条第1項

第６条　乙は、募集要項等に規定する責任者及び技術者等を定め、甲
に通知するものとする。

第６条　乙は、募集要項等に規定する責任者及び技術者等を定め、甲
に通知するものとする。これらの者を変更したときも同様とする。

13 SM調査等業務
委託契約書

（案）

13 別記2
物価改定の判定方法
（表3）
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